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研究成果の概要（和文）：本研究では先駆駆的に就労的活動を取り入れた介護施設において、マイクロ・エスノ
グラフィーにより調査・分析し、金銭的対価が介護保険サービス利用者の生きがいに及ぼす影響として、自信と
責任、良いストレス、知識や技術の継承、生活行為の範囲拡大、自己活動の成果認識、社会性の発揮に結び付く
こと、また、全国42施設へのアンケート調査から、施設種別による取り組みの実施傾向、取り組み内容別に必要
な職員配置や効果認識を明らかにした。さらに、法制度から検証では、教育・訓練的作業従事者の個別的労働関
係法（労働契約法、労働基準法等）上の労働者性に係る学説、判例・裁判例を中心に考慮要素を概観し、判断枠
組みを再検討した。

研究成果の概要（英文）：This study explored the integration of work-related activities in care 
facility programs through micro-ethnography to understand the impact of monetary compensation on the
 sense of purpose among care insurance service users. The findings showed that monetary compensation
 enhances confidence and responsibility, positive stress,recognition of self-achievements, and 
socialization among the elderly.A survey conducted across 42 pioneering facilities nationwide, which
 had incorporated work-related activities, revealed trends in the implementation of initiatives by 
facility type, required staffing, and perceived effectiveness.

Additionally, the study reviewed academic theories, judicial precedents, and court cases regarding 
the worker status of educational and training workers under various labor-related laws (e.g., Labour
 Contract Law, Labour Standards Law). This legal analysis aimed to overview the factors to be 
considered and re-evaluate the decision-making framework.

研究分野： 建築計画、施設計画

キーワード： 高齢者施設　地域包括ケア　労働者性　就労的活動　認知症ケア　共生社会
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研究成果の学術的意義や社会的意義
介護サービス利用中の要介護高齢者の就労や地域活動は、今後の共生社会を見据えると、要介護者でも地域で活
躍する基盤整備は重要あるが、全国の実態把握や課題抽出が行われていないこと、公的介護サービスを利用した
有償ボランティア活動の法令上の解釈や論点が整理されておらず、施策推進の妨げとなっている。本研究から得
られた、2022年時点の施設種別ごとの就労的活動の全国的動向や、エスノグラフィーによる分析、教育・訓練的
作業従事者の個別的労働関係法上の労働者性に係る学説、判例・裁判例を中心に考慮要素を概観し、判断枠組み
を再検討した学術成果は、世界的に見ても先導的な研究成果と考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
１．研究開始当初の背景 
高齢者介護では公的な介護保険サービスの利用中に私的利益を得ることは従来、法令違反と

されてきた。しかし、一部の通所介護施設が法的課題を承知したうえで就労に取り組みはじめた
結果、厚生労働省による「平成 30 年 7 月 27 日付事務連絡」が示され、介護サービス利用中の
要介護高齢者の就労や地域活動を一定の要件のもとで認める方向性が打ち出された。こうして、
本研究が扱う公的介護サービスを利用する要介護高齢者の就労が正式に認められるに至る。 
 しかし、介護保険サービス利用中の就労は、介護施設のあり方を根本から問い直す取り組みで
あるが、その効果や課題が学術的に検証されていない。くわえて、公的介護サービスを利用した
有償ボランティア活動は、労働法で保護すべき労働者であるのか、論点整理が行われておらず、
労働法の観点から、こうした介護サービスにおける高齢者の就労的活動が、労働なのかボランテ
ィアなのか、訓練なのか労働か、法令上の解釈が整理されていない。 
 
２．研究の目的 

以上の背景から、本研究では誰もが役割を担うことのできる、地域共生社会の実現に向けて、
１）先駆駆的に就労・有償ボランティア活動を取り入れた介護施設の実態を調べたうえで、その
効果・課題を、２）就労的活動の効果と実施のための環境整備、３）施設種別と実施形態・効果、
４）法制度から検証することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
１）フィールドワーク 

研究期間の当初、コロナ禍の影響で他の施設の訪問が困難であったため、分担研究者が活動の
実施に関わり、先駆的な就労活動を実施する「西院デイサービス」を研究が続行可能な場として
選定。就労的活動の実践、これに関する職員の業務内容、利用者の所感をインタビューや参与観
察を用いたマイクロ・エスノグラフィーの手法により調査・分析した。 
２）インターネットおよび電話による実態把握： 
介護保険事業所による就労的活動には、補助金が支給されておらず、全国にどの程度、就労的

活動を取り入れている事業所があるのか、国も情報を把握していない。そのため、１）のフィー
ルドワークを通して、事業者間のネットワークを元に情報収集を行ったほか、インターネットで
「高齢者」、「介護施設」、「就労活動」というキーワードによる検索を行い、高齢者介護施設にお
いて、要介護者（要支援者も含む）の参加、 「生きがい就労」、「有償ボランティア活動」など
の記述が確認された 53 の介護施設を対象に電話による確認作業を 2022 年 11月から 2023 年 1
月に実施し、その時点で活動の継続を確認できた 42 施設の取組状況を整理し、「施設情報シー
ト」にまとめら、活動の実態を把握した。 
３）アンケート調査およびインタビュー調査： 

２）で把握された介護施設に対して、就労的活動に参加する高齢者の基本情報、就労的活動の
運営体制、事業効果、経営収支などに関するアンケート調査及びアンケート調査後のインタビュ
ー調査を依頼し、調査協力の得られた 22 施設を対象とした。調査協力者の約 7 割は事業所管
理者（15 施設）であり、作業療法士または介護職員（7 施設）が約 3 割を占めた。 
４）法規的検討： 
就労者の労働者性や就業に関する法規制を文献調査し、高齢者や障害を持つ労働者に関する

法的問題に焦点を当て、介護保険事業所による就労的活動の課題について実態把握を行った。 
 
４．研究成果 
 代表的な研究成果を以下に示す。 
１）フィールドワーク 金銭的対価が介護保険サービス利用者の生きがいに及ぼす影響※１ 
 就労的活動による金銭的対価が介護保険サービス利用者の生きがいにどのような影響をもた
らすか、また、金銭的対価が発生することで利用者が何を得ているのか、生活にどのような影響
を及ぼしているのか、マイクロ・エスノグラフィーの手法により調査・分析し、フィールドノー
ツの記述を概念カテゴリで整理した。その結果、14 のコードと 7 のカテゴリが生成された。７
つのカテゴリは、「対象となる活動を「仕事」であると認識する」「自信と責任を持って活動を行
う」「良いストレスを得る」「主体的な試行錯誤によって得た知識や技術を継承する」「生活行為
の範囲を拡大する」「自己の行った活動を振り返り、成果を確認する」「社会からの注目を受けて、
社会性を発揮する」である。 
以上から、金銭的対価が介護保険サービス利用者の生きがいにどのように寄与しているかを

分析した結果、生きがいを目的とした就業の支援に用いられる金銭的対価には、【対象と 
なる活動を「仕事」であると認識する】ように促す意味があることが明らかとなった。そして、
この「仕事」の持つ特性によって【自信と責任を持って活動を行う】【良いストレスを得る】【主
体的な試行錯誤によって得た知識や技術を継承する】【生活行為の範囲を拡大する】【自己の行っ 
た活動を振り返り、成果を認識する】【社会からの注目を受けて、社会性を発揮する】という種々
の現象が引き起こされていることが明らかとなった。これらの現象は、利用者の人生の意味付け 

 



表 1 具体的内容、コード、カテゴリの対応関係 ※１ 

 

における自己充足の側面だけではなく、公共善の達成の側面にも寄与するものであり、金銭的対

価はこの 2 つの側面から利用者の生きがいに肯定的な影響を与えていることを示唆した。生き

がい就業において金銭的対価を活用する場合は、このような効果を意識した計画的な運用が求

められることを導いている。 

 

２）インターネットおよび電話による実態把握※2 

 介護保険事業所による就労的活動の実施状況は、北海道から九州まで 42 施設が把握された（表

1）。42 施設の内訳（表 2）は、通所系が 37 施設で全体の約 9 割で、地域密着通所（19 施設）と

通所介護（14 施設）であった。サ高住は 3 事例に留まる。1）。42 施設の内訳（表 2）は、通所



系が 37 施設で全体の約 9 割で、地域

密着通所（19 施設）と通所介護（14

施設）であった。サ高住は 3 事例に

留まる。 

 施設種別と就労的活動の内容を

「内職」、「製作」、「接客」、「身体的就

労」の 4 区分でみると、通所介護で

は 4 種類の活動が比較的に均等に行

われているのに対し、地域密着通所

では、「接客」や「身体的就労」とい

った地域とつながる活動を多く含

む。これは、地域密着通所が地域住民

との交流や地域活動への参加などの

取組に積極的であることが一因と考

えられる。 

３）アンケート調査およびインタビ

ュー調査： 

 就労的活動に参加する高齢者の男

性割合をみると、全体的な男性の割

合の中央値は 33％と女性より参加が

少ない。一方、「身体的就労」への参

加割合の中央値は男性の参加割合は

67%と高く、手先の器用さが求められ

る「内職」と「製作」より有意に高い

ことが確認された。「身体的就労」は

男性が取り組みやすい就労的活動と

いえる。 

 高齢者の平均要介護度を就労内容

別にみると（図１）、「内職」、「接客」、

「身体的就労」の要介護度の中央値

が 1.3-1.4 に対して、「製作」では要

介護度の中央値が 1.6 と高い。特に、

「製作」の要介護度は「身体的就労」

より有意に高く、要介護度が高い高

齢者も「製作」に参加しやすい実態を

把握した。 

 就労内容ごとに職員配置と活動参

加人数から、製作が最も職員配置が

少なく、職員 1 名が平均 4.5 名の高

齢者をサポートしていた。これは高

齢者が趣味や経験を活かして自立的

に活動するケースが多いためだと考

えられる。一方、内職、接客、身体的

就労は職員の配置が手厚く、職員 1

名が約 2 名の高齢者をサポートして

いた。内職は、仕事の速さが要求され

ること、職員による作業代行が発生

すること、また、接客には細やかなサ

ポートが求められること、身体的就

労では、屋外活動の安全管理や送迎

などが必要なことがその要因として

考えらえれる。 

取り組む就労的活動のカテゴリ数

と事業効果の関係（表 5）をみると、 

 

表 2 全国の取組状況※2 

表 3 施設種別と就労的活動 



 

約 4 割の施設（9 施設）は 1 カテゴリに

留まるが、その一方、2 カテゴリ以上の

就労的活動を実施する施設が 6割あった。

複数の活動に取り組む施設のほうが、効

果を高く評価する傾向がみられ、活動の

多様化と事業効果の認識が相互に結び付

く実態がみられた。 

 アンケートで課題を確認した結果（表

5）、「就労機会・受入れ先の開拓が難しい」

が約 6 割で、大きな課題であった。インタ

ビューから、「就労的活動の選択肢不足」

「担当者（作業療法士など）の異動の影響

を受ける」「ケアマネジャーから高齢者を

紹介してもらえない」、「企業とのマッチ

ングが難しい」などの指摘があった。一

方、経営面では、「就労的活動を経済的に

事業化することが難しい」、「売上アップ

と高齢者の賃金アップ」などの課題も指摘された。 

 

４）法規的検討※3、4 

 教育・訓練的作業従事者の個別的労働関係法（労働契約法、労働基準法等）上の労働者性に係

る学説、判例・裁判例を中心に考慮要素を概観し、判断枠組みを再検討した。「使用されて労働」

し、「賃金を支払われる」者という労働者の定義において、「使用されて労働」の要素は、「使用」

性と「労働」性とに分けられ、教育・訓練的作業従事者については、「労働」性が問題とされる

ことが多い。この「労働」性は、「生産活動」性（活動自体から利益が生じるか）と「使用者へ

の利益帰属」性（活動から生じた利益が使用者に帰属するか）という２つに概念に細分化可能で

あり、「賃金を支払われる」の要素は、この「使用されて労働」の推定要素（特に、前記の生産

活動性の推定要素）と解されるので、相対的には重要性が低い（形式的にこの要素が欠けるよう

にみえても直ちに労働者性を否定できない）、という知見が得られた。このことから、作業等に

従事する高齢者が「指示を受ける」という点で「使用」性を充足していても、「生産活動」性が

不十分な場合には研修や訓練と判断され、法の規制を外れたり、他方で「指示」下の作業で生じ

る危険性につき、労災保険のような公的制度の保護が欠けたりしやすいことが示唆される。 

 また、障害・傷病を持つ労働者への配慮義務に関連して、特に中途障害を負った労働者が従前

の業務を行えず、また労働者の求める配慮が過重な負担となる場合に退職扱い等が可能かとい

う点の裁判例を検討した。配慮が過度な負担となり、かつ労働者の意思で他業務・部署等への配

置が困難な場合には、解雇・退職扱いを認めた裁判例が存在すること、労働者の意向の確認に十

分な情報提供の必要性があることが示された。障害者に該当しない一時的傷病者、就労能力に制

限を生じた高齢者にも、基本的には合理的配慮が求められるところ、この帰結は、過重な配慮が

なければ就労不能な場合にまで雇用継続を使用者に強いるものでないことを示すと思われる。 
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